
 

 
 
 

 
 

南アフリカにおける家庭内のコミュニケーションが 
未就学児の学力に及ぼす影響についての 

実証分析 
 

 
慶應義塾大学経済学部 

山田浩之研究会 
 

井上祐樹　梅山幹　神田詩月　高縁大雅 
 

2018年12月5日 
 
 
 

概要 
 
 
　本研究では南アフリカにおいて家庭内のコミュニケーションが未就学児の読み書き計算の

能力に与える影響を検証した。本研究で未就学児に着目する理由として、学習土台の形成が

ある。Heckmanら（2006）によると未就学児への早期教育は一定のスキルの獲得だけでは

なく、将来の教育の効果を最大限に引き出すための準備として重要であるとしている。また

家庭内のコミュニケーションは低所得層にとってコストがかからない学力向上の方策であ

り、南アフリカの社会問題である教育格差の是正に効果があると考え、実証分析を行った。

分析は最小二乗法によって推定式を立てた。被説明変数である未就学児の学力は5つの質問

項目から主成分分析によって作成し、説明変数には親子のコミュニケーションを4つの項目

で回帰を行った。分析結果から親から子供への読み聞かせは学力の向上に正の相関がみら

れ、読み聞かせの頻度が高いほど高い効果が得られた。一方で、読み聞かせの教育効果は学

歴が高い親の方が高い結果となり、教育格差の是正にはつながらないことが示唆される。 

 
 



 

目次目次 
1       序論序論 

1.1　研究背景 
1.2　問題意識とそれに基づく本研究の目的 
1.3　本稿の構成 
 

2       現状分析現状分析 
2.1　南アフリカの格差 
2.2　未就学児の教育について 
 

3       先行研究先行研究 
3.1　先行研究の紹介 

3.1.1　Park(2008) “​The Varied Educational Effects of Parent-Child
Communication: A Comparative Study of Fourteen Countries” 

3.1.2　​Marulis and Newman（2010）”The Effects of Vocabulary Intervention
on Young Children’s Word Learning A Meta-Analysis” 

3.2　先行研究の限界 
3.3　本研究の新規性 

 
4       実証分析実証分析 

4.1　使用するデータ 
4.2　分析モデル 
4.3　変数の詳細　 
 

5       考察考察 
5.1　1段階目および2段階目 
5.2　3段階目 
5.3　4段階目 

 
6       結論結論 

6.1　まとめ 
6.2　本研究の限界と今後の展望 

         ​​ 6.3　政策提言 
 
7       参考文献参考文献 
 
8       付録（図表）付録（図表） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 

1.　序論　序論 
 
1.1 研究背景研究背景 

教育の量と質はその個人の生活水準を大きく左右する要素である。十分な学力が備わって 
なければ職業の選択肢は限定的になり、低賃金労働への従事を余儀なくされる。もし自分の

子供にこのような不遇を回避させたければ、十分な教育を与える必要がある。しかし、教育

には費用がかかるので、貧困家庭は断念せざるを得ず、学力を育むことの出来なかった子供

はまた貧困の中で生きるしかないのである。所得格差から生まれるこのような教育格差は未

だに世界中で課題とされている。 
　南アフリカもまた、教育格差の大きい国の１つである。1991年まで導入されていたアパ

ルトヘイト政策において、黒人は教育を受ける権利を阻害され、著しい学力低下が生じた。 
その影響は今も続いており、教育格差の是正は喫緊の課題であると考えられる。 
 
 
1.2 問題意識とそれに基づく本研究の目的問題意識とそれに基づく本研究の目的 
　教育が所得の増加へと繋がり、十分な所得が子供への教育に繋がるというこの循環に貧困

層が加わるには、いかにして低コストで学力の向上を実現させるかが重要となる。 
　そこで本研究では家庭における教育に着目した。教育機関に通学することは貧困家庭に

とって費用の高い方法だが、家庭での子供との交流は所得に関わらずどの階層にも可能だか

らである。特に家庭での生活が主な教育の場となる未就学児に研究対象を限定し、家庭内で

の様々な交流が子供の基礎学力の向上にどのように影響するかを分析することを狙いとして

いる。この研究は低コストで基礎学力を身に着けることのできる可能性を示唆するものであ

り、教育格差という課題に対して１つの選択肢を与える点で、意義のあるものだと考えられ

る。 
 
 
1.3 本稿の構成本稿の構成 
　本稿の構成は以下の通りである。一章では本稿の背景や概観について述べた。二章では南

アフリカにおける貧困や教育格差についてより詳細な分析を加えている。三章では家庭内の

交流と学力の関係性について2つの先行研究を紹介し、その課題と本稿の新規性について述

べている。それを踏まえて四章では実際に4つの推計式を用いて分析を行った。最終章で

は、四章の結果をまとめて本稿の問題意識について結論付けるとともに、本稿の課題にも言

及している。 
 
 
2.　現状分析　現状分析 
 
2.1  南アフリカの格差南アフリカの格差 
　　 南アフリカ共和国はアフリカ大陸最南部に位置する国である。面積は日本の3.2倍である1

122万平方キロメートルである。一人当たりGDPは5480米国ドルであり、²五大新興経済大

1 南アフリカ共和国基礎データ​https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_africa/data.html#section1​　2018
年11月3日閲覧 
²南アフリカ経済の現状と今後の展望​http://www.murc.jp/thinktank/economy/analysis/research/report​　
2018年11月3日閲覧 
 

 
 



 

国BRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）に属しており、アフリカ唯一の

Ｇ２０参加国であり、サブサハラ・アフリカ地域（サハラ砂漠以南に位置する地域）を代表

する有力な新興経済国である。また、サブサハラ・アフリカ地域の多くの国では、主たる産

業が農林水産業であり工業がないに等しいなか、南アフリカは、サブサハラ・アフリカで唯

一の工業国である。 
　南アフリカは人口5602万人、公用語の数は世界で最も多い11カ国語存在する（英語、ア

フリカーンス語、九種類のバントゥー諸語）。このことからも分かるように、多様な民族が

存在することも南アフリカの特徴である。全体の８割を黒人が占め、１割が白人、残りの１

割が混血、アジア系である。しかし、南アフリカでは人種による格差が課題となっており、

人口の8割を占める黒人は経済的に不利なことが多い。 
　黒人が経済的な格差にさらされている理由は1940年代後半から1991年まで続いた人種隔

絶制度であるアパルトヘイト政策に起因する。政策の内容は選挙権の剥奪や就業規制など政

治、経済の多岐に渡った。アパルトヘイト政策自体は1991年に廃止となったが、廃止後す

ぐに黒人の地位が向上したわけではなく、影響はその後も続いた。Malgaliso（2013）によ

るとアパルトヘイトが廃止となった1991年から2001年までの10年間でアフリカ黒人のジニ

係数は0.62から0.72に増加したという。また、South African Institute of Race Relations（     
SAIRR, 2003）が行った調査によると2002年の時点でアフリカ黒人の約62%が貧困ラインを 
下回る水準で生活していたという。これはカラードと呼ばれる混血民の29%、アジア系移民

の11%、白人の4%と比較すると非常に高い割合である。このようにアフリカ黒人の生活が

アパルトヘイト廃止後にすぐに改善に向かったわけではなく、歴史的な負の遺産としてアフ

リカ黒人の社会的地位を決定付けるものとして残り続けていることが伺える。影響は現在に

至るまで根強く残っており、所得分配の不平等さを図る係数であるジニ係数は2015年に

0.63と1993年以降最低の水準であり、世界銀行は最も格差の大きい国であると指摘してい

る。また、南アフリカの失業率は25%と深刻だが、特に黒人の失業率においては30%を上

回っており、仕事を得ることが非常に難しくなっている。 
 
 
2.2 未就学児の教育について未就学児の教育について 
　​ここでは南アフリカの未就学児に対する政府の施策や現状などについて述べる。 
　まず、本研究で未就学児に着目する理由として、学習土台の形成がある。Heckmanら（

2006）によると未就学児への早期教育は一定のスキルの獲得だけではなく、将来の教育の

効果を最大限に引き出すための準備として重要であるとしている。また、Lloyd（1978）で

は40年の縦断的調査の結果、高校を卒業できるかどうかは早ければ小学3年（8歳）の時点

で予測することが可能であると結論付けた。つまり8歳になるまでの若年期の教育がその後

の学力を大きく左右するのであり、この時期の教育について研究することは大きな意味を持

つ。また、Bhoart（2016）によると南アフリカでは仕事を持たない人のうち48%は高校を

中退しているといい、低学歴の人に対する労働需要は経済や雇用の伸びによっても向上しな

いとしている。このため南アフリカにおいても高校卒業という学歴の獲得には意味があり、

それに影響を与える未就学時点の教育は非常に重要であるといえる。　 
　教育機関によって行われている未就学児への教育は政府が資金援助を行っているものと民

間によるものに分けられる。政府が行っているものは0-4歳を対象としたPre-Grade Rと5, 6  
歳を対象としたGrade Rに分けられ、州ごとに統制されている。学習内容は語学、算数、生 
活技能、美術、文化教育など全般的なものとなっている。 
 
 
 

 
 



 

3.　先行研究　先行研究 
 
　​　​親子関係が子供の学力に与える影響についての研究は欧米を中心とした先進国で研究が

進められている。様々な国で分析が行われているが、ここでは国ごとに分析を行って比較し

ているPark（2008）を参考とする。また、本研究では未就学児の読み書き能力に着目して

分析を行うことから、未就学児への教育についても見ていく。 
 
 
3.1 先行研究の紹介先行研究の紹介 
 
 
3.1.1 Park (2008) ​​The Varied Educational Effects of Parent-Child Communication: A           
Comparative Study of Fourteen Countries 
　まず、良好な親子関係が教育効果に正の影響を与えるかについて先進国で得られている知

見を整理したい。Park（2008）では親子のコミュニケーションが子供の教育（成績・出席

率・進学率）に与える影響を14か国で比較している。本研究の前にもMcNeal（1999）では

アメリカで親の教育への介入が教育効果に正の影響を与えるという研究がされている。ここ

では親の教育への介入が教育効果に与える影響の大きさが家庭の社会経済的地位ごとに異な

り、低い層では親の介入の効果が高い層よりも小さいという結果になった。これを受けて

Park（2008）では親の教育への介入の所得層ごとの効果を教育システムが異なる国同士で

比較した。国はフィンランド、フランス、日本など標準化されている教育システムを持つ国

とアメリカ、イギリス、カナダなど標準化されていない教育システムの国の2グループに分

けられている。家庭の社会経済的地位は（1）親の職業・学歴、（2）所有物から作成した

裕福度を測る指数、（3）家庭の教育環境（辞書、電卓、教科書、勉強部屋、机、の有無）

から経済的、社会的、文化的に総合評価している。分析方法は最小二乗法で被説明変数に学

校に通っている15歳のPISA（Programme for International Student Assessment）の読解力    
のスコアを用い、説明変数に3つの質問（1）本、映画、テレビについて話すか、（2）学校

でうまくやっているかについて話すか、（3）単純に話をするかを5段階で評価した回答を

使っている。結果としては教育システムが標準化されていない国では教育システムに関する

社会経済的地位が高い層のほうが親子のコミュニケーションの効果が大きく、標準化されて

いる国では社会経済的地位による教育効果の差が小さいもしくは韓国では低い層のほうが介

入の効果が高いという結果が出た。これは標準化されていない教育システムの国では教育シ

ステムが複雑であることから教育システムに関する知識が親子のコミュニケーションの質に

影響し、社会経済的地位が高いほど教育システムに関する知識を有していると考えられるた

めである。つまり、標準化された教育システムは親の教育への介入の効果の社会経済的地位

による格差を是正する効果があることがわかった。 
 
 
3.1.2 Marulis and Newman（（2010））The Effects of Vocabulary Intervention on Young          
Children’s Word Learning A Meta-Analysis 
　​　​未就学児への教育については論文が多数存在し、Marulis and Newman（2010）では4-9歳  
への語彙教育に関する67論文のメタ分析を行っている。ここでは語彙教育に関して以下の5
つの条件を満たした論文を集め、メタ分析が行われた。 
（a）単語学習を強化するための何らかのトレーニング、介入もしくは指導技術が使われて

いること 

 
 



 

（b）ランダム化比較実験もしくは準実験の手法が使われていること 
（c）実験参加者が精神的、身体的、知覚的障害を持っておらず、0-9歳までを対象としてい

ること 
（d）教育効果の比較を可能にするため、実験が英語で行われ、ほかの外国語や無意味な言

葉が使われていないこと 
（e）結果変数が言語能力（受容語彙または表現語彙、もしくはその両方）を測る従属変数

を含んでいること 
語彙教育の中には童話、コンピューターを利用したもの、ビデオ教材なども含まれている。

結果として67の論文の効果量の平均は0.88で、一般的に語彙教育が言語能力に正の効果をも

たらすことが分かった。また、子供の家庭環境によって教育効果に差が生まれ、中～高所得

層のほうが低所得層よりも語彙教育の効果が高かった。つまり語彙教育は未就学児において

も低所得層の子供のコミュニケーション能力の向上に役立つが、格差の縮小にはつながらな

いことが分かった。 
 
 
3.2 先行研究の限界先行研究の限界 
　先行研究では先進国での親子関係が子供の学力に与える効果について研究しているものは

多いが、中等教育レベル以上の教育における効果についてのものが大半である。そのため

Park（2008）においても親の教育への介入は直接的なものではなく、学校のことについて

コミュニケーションをとっているかなど間接的に子供の学力に効果を与えるものであった。

さらに発展途上国で同様の研究を行っている例は少なく、研究が進んでいないといえる。ま

た、未就学児については語彙教育などの教育内容によって及ぼす効果の分析は多くやられて

いるが、未就学児の学力と親子関係を発展途上国でみた研究は少ない。 
 
 
3.3 本研究の新規性本研究の新規性 
　​　​親子関係が未就学児の学力に与える影響を南アフリカで研究することは、先行研究ではま

だ研究が進んでいない発展途上国での事例を研究することであり、この分野の発展に貢献す

ると考える。また、Park（2008）やMarulis and Newman（2010）においては親の社会経済  
的地位によって親子のコミュニケーションや語彙教育が子供の学力に与える影響が変わった

が、南アフリカの未就学児においても同じ結果になるのか分析することは教育格差の是正に

向けて必要な分析となると考えられる。 
 
 
4.　実証分析　実証分析 
 
4.1 使用するデータ使用するデータ  
　分析にあたり、南アフリカで実施された”General Household Survey”(以下GHS)を使用し  
た。GHSは世界銀行によって毎年実施されている家計調査で、教育や医療、住環境、公共

サービスや施設へのアクセス、食事内容、農業などの項目を含んでいる。今回は世界銀行か

ら公表されている最新のデータである2016年版を使用している。質問は個人レベルと家計

レベルのもので構成されており、サンプル数は21218家庭の72602個人が観測されている。 
調査対象となった個人のうち、5、6歳児を今回のサンプルとした。南アフリカの義務教育

は7歳から始まるため、就学前で学習能力の回答のある個人を分析対象としたいためであ

る。また、データの中には学歴、親子のコミュニケーション、子供の学習能力の指標の作成

 
 



 

に使用する質問項目への回答を拒否していたり、選択肢にない回答を行っているサンプルが

散見されたため、それらは除外した。最終的なサンプル数は1837となった。 
 
 
4.2 分析モデル分析モデル 
　ここでは、家庭内における子供との交流の度合いが子供の学力に対して与える影響を見る

ため、最小二乗法による回帰分析を行う。 
　分析を行うにあたって、被説明変数となる学習能力の指標を主成分分析によって作成し

た。使用した変数は「名前が書ける」「雑誌などを読める」「手紙を書ける」「お釣りの計

算ができる」「標識が読める」 
これを被説明変数として使用していく。 
 
分析は4段階に分けて実行した。 
1段階目として単回帰(1)で分析し、2段階目にコントロール変数を含めた重回帰(2)を行って

いる。回帰式は以下である。 
…(1)MITATE BJECT EAD ING ALKY i = α + β * I + γ * O + δ * R + ε * S + ζ * T + εi  

 
…(2)MITATE BJECT EAD ING ALKY i = α + β * I + γ * O + δ * R + ε * S + ζ * T + η * xi + εi  

 
なお、分析に推計式中の文字は次のように定義する。 
添字i:児童識別番号 

:被説明変数Y i  
:お手伝いをさせるMITATEI  

:物の名前を教えるBJECTO  
:読み聞かせをするEADR  
:歌を歌うINGS  
:話しかけるALKT  

:その他の説明変数xi  
:誤差項εi  

 
その他の説明変数の内訳は以下。 
TECHILD_d：子供がpreschoolに通学しているか 
Age_d：子供の年齢 
Gender_d：子供の性別 
Race_d：人種 
salary_d：所得 
HIEDU_2d：親の学歴 
Age_p：世話人の年齢 
Gender_pd：世話人の性別 
hholdsz：家計サイズ 
Prov_d：州 
BPAR：両親ともに同一家計内に存在する 
EPAR：片親のみ同一家計内に存在する 
NPAR：両親ともに同一家計内に存在しない 
Linside_d：家庭内での使用言語 

 
 



 

Loutside_d：家庭外での使用言語 
chld17yr_hh：家計内の17歳以下の人数 
 
　Age_dとGender_dは子供の年齢、性別による学力の差をコントロールするため、親の所

得や学力は社会経済的地位による効果の差を検証するために追加した。家計主の年齢と家計

サイズも子供の学力に影響を及ぼすと考えられるためコントロールした。Prov_dは州ごと

異なる状況であると考えられるため、州ごとの固定効果をコントロールした。 
 
　考察で詳しく述べるが、READのみが統計的に有意な結果が得られたため、ここからは

READのみを説明変数として使用する。 
 
　質問票では読み聞かせの有無に関して、Never、Sometimes、Often、Everyの4段階で質

問している。推計式(1)、(2)ではこれを読み聞かせをしているかしていないかのダミー変数

に置き換えて回帰したが、3段階目においては4段階の評価をそのまま用いることで、読み

聞かせの頻度が学習能力に与える影響を分析したい。 
 

…(3)EAD_answeri 　(1 = = )Y i = α + β * R + γ * xi + εi < i < 4  
 

:読み聞かせに関する1~4の4段階での回答EAD_answeriR  
 
 
　4段階目では親の学歴が読み聞かせの効果に影響を及ぼすかについて分析した。親の学歴

は学歴なし、小学校卒、高校卒、大学卒以上にカテゴリー分けを行っている。 
まず、それぞれの項目に関して読み聞かせの有無を示すダミー変数との交差項を作成し、回

帰分析を行った。また、回帰を行うにあたって、より純粋な結果を見るため、更にコント

ロール変数を加えた。 
 

…(4)EAD IEDU _READY i = α + β * R + γ * H 2di + δ * xi + εi  
 
HIEDU2dii_READ:それぞれの学歴における読み聞かせとの交差項(iは1から4の数を取る) 
　　　　　　　1が学歴なし、2がgrade7まで、3がgrade13まで、4がそれ以上を示している 
 
 
更にF検定によって読み聞かせがどの学歴レベルでも効果的であるかを検証した。 
 

EAD IEDU EADH0 : R + H 2di * R = 0  
 
とする。 
 
 
 
 
4.3 変数の詳細変数の詳細 
　​　​本節では前節の分析モデルに用いた変数について記述する。それぞれの変数の記述統計量

は表1にまとめた。ダミー変数に変換したものは変換前の変数について作成した。 

 
 



 

　まず、主成分分析によって被説明変数である学習能力の指標を作成した際に使用した「名

前が書ける」「雑誌などを読める」「手紙を書ける」「お釣りの計算ができる」「標識が読

める」は(1) No difficulty, (2) Some (3) difficulty, (4) A lot of difficulty, (5) Unable to do, Do not                  
knowの5段階で回答が得られ、それぞれダミー変数に変換して利用した。 
　説明変数に使用した「お手伝いをさせる」「物の名前を教える」「読み聞かせをする」

「歌を歌う」「話しかける」の５つ（IMITATE, OBJECT, READ, SING, TALK）も同様にそ    
れぞれダミー変数にしている。 
　コントロール変数である年齢（5, 6歳）、性別（男/女）、人種（African/Black, Coloured,   
Indian/Asian, Whiteの4項目）のそれぞれに関してダミー変数（Age_d1,2 Gender_d1,2,   
Race_d1~d4）に変換した。また、所得と学歴はそれぞれ12段階と4段階にカテゴリー分類

したものを、更にダミー変数にして使用している。州ごとの固定効果をコントロールする州

ダミーは前節で述べたように州ごと（Western Cape, Eastern Cape, Northern Cape, Free       
State, KwaZulu-Natal, North West, Gauteng, Mpumalanga, Limpopo）に9つのダミー変数（      
_IProv_d1~d9）を作成した。 
　 
 
5.　考察　　考察　 
　ここでは、4章で行った分析の結果を記述する。 
 
5.1　　1段階目および段階目および2段階目段階目 
　推定式(1)、(2)のどちらにおいてもREAD(読み聞かせダミー)のみが有意となっている。

READは(1)で0.6358(小数点5位以下四捨五入、以下同様)　t＝4.96、(2)で0.3338 t＝2.25 
で、(1)では5％、(2)では10％有意水準で正に有意である。従って、他4つの家庭内の交流を

示す説明変数は未就学児の学力に相関しないが、読み聞かせに関しては正の相関関係が見ら

れる。 
 
5.2　　3段階目段階目 
　読み聞かせの頻度に関しては、Neverと比較してSometimesは有意ではないが、

Often,Everydayでは統計的に有意である。Oftenと回答した家計では0.4009（t=3.46）、

Everydayと回答した家計では0.5021（t=6.17）であった。従って、読み聞かせの頻度は多け

れば多いほど児童の学習能力にとの正の相関が強くなることが分かった。 
 
5.3　　4段階目段階目 
　READの項は0.2166(t＝0.40)で統計的に優位でなく、未就学児の学力との間に相関は見ら

れない。また、読み聞かせダミーと親の学歴の交差項も学歴なしを基準として、小卒は

0.1386(t＝0.26)、高卒は0.1258(t＝0.22)、大卒以上は0.6641(t＝0.82)でいずれも有意な結果

とはならなかった。 
　F検定を見てみると、p値は小卒では0.1531、高卒では0.0013、大卒以上では0.0712、と

なっており、高卒以上の親に関してのみ読み聞かせが未就学児の学力に正の相関を持つこと

が分かった。したがって、本稿の冒頭に述べた教育格差の課題に対して家庭における教育も

有効でないと考えられる。 
 
6.　結論　結論 
 
6.1　まとめ　まとめ 

 
 



 

　​　​家庭内でのコミュニケーションについて分析では5つの説明変数を使用した。結果として

読み聞かせを除いた4つに関しては統計的に有意な結果とはならず、学力との相関が無いこ

とが示された。一方で、読み聞かせは未就学児の学力向上に対して効果的であることがわ

かった。また、読み聞かせの効果は親の学歴によって変わり、小卒では効果がなく、高卒以

上で正の効果があった。したがって、未就学児における家庭内の読み聞かせでも親の学歴は

教育効果に影響を与え、教育格差の是正に対して有効とはならなかった。 
 
 
6.2　本研究の限界と今後の展望　　本研究の限界と今後の展望　 
　本研究では2016年一時点のクロスセクションデータを利用して未就学児への教育につい

て分析を行った。結果として未就学時点での読み聞かせの効果は確認できたが、未就学時点

に読み聞かせなど家庭内で教育を施した子供がその後の教育課程でもその土台を生かして効

果的な学習ができたかはパネルデータを利用していないため検証できていない。また、5,6
歳への読み聞かせに影響を与えるものとして4歳以下での教育が考えられる。25年にわたっ

て1400人の生徒に関して行われたReynoldsら（2011）の研究では教育を3,4歳で始めた人は

それ以降に始めた人よりも学習に対して我慢強い傾向があるという。また、Loebら（2007
）でも2-3歳の間に教育を始めた場合に正の影響が最も大きいことが示されており、4歳以下

の教育の重要性はすでに認知されている。このことから4歳以下の時点でほどこされた教育

が5,6歳時点の学力に効果を与えていることが考えられる。またこれは考察の域を出ない

が、親の学歴によって読み聞かせの効果に差が出た原因として学歴の高い親ほど教育熱心で

あることが考えられ、4歳以下の時点で教育を施している可能性が高いことが挙げられる。

つまり、学歴が高い親を持つ子供は5,6歳時点で学習土台が形成されており、読み聞かせの

効果が現れやすいと考えらえる。本研究に用いたデータセットには5,6歳の未就学児が4歳以

下の時点で教育を受けていたかは判明せず、読み聞かせに対する学習土台の差を考慮できて

いないことが本研究の課題として挙げられる。 
　親の学歴による読み聞かせの効果の差に加え、社会経済的地位が低い家庭の中には本への

アクセスも容易ではなく、読み聞かせを行うのも困難な家庭も存在する。Pretorius（2014
）によると社会経済的地位が低く、読み書きのレベルが低い親を持つ子供にとって、未就学

児への一般的な語学訓練の一つである物語の読み聞かせが行われる機会は滅多にない。こう

した物理的な本へのアクセスの問題については未解決のままとなっている。親の学歴による

読み聞かせの効果の差に加え、こうした格差も存在している。 
　さらに、未就学時点での教育格差に加えて政府によって7歳から施される義務教育には人

種による格差が大きく、就学後に発生する格差も依然として課題である。南アフリカの義務

教育における教育格差は貧困層が学校に通えないことに原因があるわけではない。​Bhoart（
2016）によると初等教育の就学率は貧困家庭の授業料を無償化することで100％に近づいて

おり、教育を受ける権利は保障されているという。このように教育を受けたくても受けられ

ない状況は発生していないが、施されている教育の質には課題が残る。Spaull, Taylor（2015 
）によると南アフリカの初等教育は高い就学率と低い中退率を誇っているが、卒業時点の学

力は低い水準であるという。現に小学校6年生（Grade　6）対象に行われたSAQMECⅢ（

Southern Eastern Africa Consortiun for Monitoring Educational Quality)と呼ばれる数学、読解力       
の学力調査においていずれの点数も大幅にアフリカ各国の平均を下回る結果となっている。

義務教育の全体的な質も課題ではあるが、地域間での教育の質の格差が一番の課題である。

Van der Berg（2006）によると学校間の教育格差は社会経済的地位の地域間の差に依存す  
るところが大きく、南アフリカの教育システムが子供の生まれた家庭による格差を是正する

効果を発揮できていないことを示している。 
 

 
 



 

6.3　政策提言　政策提言 
　​　​上記で述べた通り、5,6歳時点での読み聞かせでは教育格差を是正できないことが示唆さ

れ、この原因として0-4歳時点の教育が挙げられた。家庭での教育は低コストで行えること

がメリットだが、親のインセンティヴによってその度合いが決定される。どのような家庭環

境でも一定レベル以上の教育を提供し、格差を是正するには政府による施策が必要だと考え

られる。 
　南アフリカの6歳以下の未就学児への教育はGrade Rと呼ばれ、5，6歳児が対象である。 
教育機関には公立と私立の両方が存在する。私立の教育機関は非営利目的かつある一定以下

の学費である場合に需給の一年前までに州の教育局に登録することで補助金を受給すること

が可能となる。南アフリカ政府によればGrade Rへの就学数は2003年の約300,000人から 
2013年の約705,000人と10年でおよそ2倍の成長を見せており、政府は2019年までにGrade 
Rの義務化を目指している。 
　Grade Rの前の4,5歳（5歳は6月にGrade Rに入るまで）向けの教育であるpre-Grade Rも   
政府によって充実が図られている。政府が発表している2030年までの成長戦略をまとめた

National Development Planでは2024年までに4,5歳のうちの最低でも75%が教育を受けられ  
ることを目指している。 
　このように、未就学児に対する教育制度は政府によって整備されている。しかし、Grade 
Rもpre-Grade Rも州の管轄であるため、州の財政状況や政治的決定によって充実度合いが 
異なってくる。例えば、STASSA(2015)によると、2013年における一人当たりの州政府によ

る教育投資が最も多いのはFree Stateで13830ランド、最も少ないのはWestern Capeで  
10084ランドである。州によって最大3700ランドの差があり、これは全体平均の約30％に

匹敵する。 
　州ごとの教育格差の一因として教員の質の格差が考えられる。アパルトヘイト時代、黒人

の教育レベルは非常に低く抑えられたため、黒人教員のなかには充分な教育を受けずに教職

についている者もいる。そのため、黒人が多く居住する地区では教育レベルの低い教員が授

業を行っており、それが現代の教育格差を招いている。 
　この問題を解決するために2つの施策を提案する。1つ目は、教員への講義を行うことで

ある。他の地区から高い教育レベルを有する教員を派遣し、教育水準の低い教員への指導に

当たらせることで、生徒への教育の質も向上させることができると考える。現在でもNGO
団体などで局地的に行われているが、政府が介入することにより、教育格差に悩む全地区に

統一的にサービスを提供することができる。2つ目に、教員が独自で指導カリキュラムの工

夫や自らの学力向上に努めるインセンティヴを向上させることである。具体的には、生徒の

成績が向上したクラスの教員に対して報酬を与えることや、所得の引き上げを行うことが挙

げられる。 
　未就学児への読み聞かせが低コストで実現できる有用な教育法であることは確かである。

しかしながら、学歴が低い親による読み聞かせの効果は限定的でその実施と効果の継続には

他にも多くの課題が見られる。教育格差が存在する現状では人種による経済的な格差の是正

は次の世代でも望めないため、教育格差の是正は早急に取り組む必要のある課題だといえ

る。 
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8.　付録（図表）　付録（図表） 
 
表1 記述統計量 
 

 
 



 

（1）被説明変数 

 
 
（2）説明変数 

 
 
（3）コントロール変数 

 
 
 
表2 推計結果 
 
(1) 1段階目 
 

 
 



 

 

 
 
 
 
(2) 2段階目 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
(3)3段階目 

 
 



 

 

 
 
 
(4)4段階目 

 
 



 

 

 
 

 
 


